
最
終
回
答
に
対
す
る

府
労
組
連
の
見
解

〔
一
〕
府
労
組
連
は
、
10
月
27
日
、

知
事
あ
て
要
求
書
を
提
出
、
30
日
に

は
知
事
交
渉
を
行
う
な
ど
、
数
次
の

折
衝
、
交
渉
を
行
い
、
不
当
な
府
人

勧
の
不
実
施
、
独
自
カ
ッ
ト
の
撤
回
、

勤
務
時
間
の
短
縮
、
非
常
勤
講
師
を

含
む
非
常
勤
職
員
の
待
遇
改
善
、
特

別
休
暇
の
改
悪
反
対
な
ど
の
要
求
実

現
に
向
け
て
取
り
組
み
ま
し
た
。

ま
た
、
府
下
８
ブ
ロ
ッ
ク
で
の
府

民
宣
伝
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
大

阪
労
連
と
の
共
催
で
開
催
し
た
第
一

次
決
起
集
会
、
第
二
次
決
起
集
会
・

デ
モ
な
ど
の
取
り
組
み
を
す
す
め
、

橋
下
「
行
革
」
の
ね
ら
い
と
本
質
を

広
く
府
民
に
訴
え
て
き
ま
し
た
。
同

時
に
、
１
９
，
２
７
６
筆
に
お
よ
ぶ

要
求
署
名
を
背
景
に
不
当
な
当
局
を

追
及
し
ま
し
た
。

〔
二
〕
当
局
交
渉
で
は
、
独
自
カ
ッ

ト
に
加
え
さ
ら
に
１
３
１
億
円
の
減

額
を
求
め
る
不
当
な
も
の
で
、
独
自

カ
ッ
ト
後
で
み
れ
ば
、
公
民
較
差
は

６
・
７
３
％
、
２
５
，
２
９
０
円
と

な
っ
て
い
る
こ
と
を
指
摘
し
、
こ
の

引
き
上
げ
を
求
め
ま
し
た
。

時
短
要
求
で
は
、
す
で
に
、
国
や

３
０
の
府
県
で
実
施
さ
れ
て
い
る
状

況
や
知
事
の
「
社
会
的
な
流
れ
が
あ

れ
ば
、
時
短
す
る
よ
う
に
い
っ
て
い

る
」
「
今
季
で
め
ざ
し
た
い
」
と
の

回
答
を
示
し
、
「
今
季
で
の
決
着
を
」

と
迫
り
ま
し
た
。

非
正
規
職
員
の
待
遇
改
善
で
は
、

「
非
正
規
労
働
者
の
均
等
待
遇
が
社

会
の
流
れ
に
な
っ
て
い
る
中
、
そ
れ

に
逆
行
す
る
非
常
勤
講
師
の
賃
金
改

悪
は
許
せ
な
い
」
な
ど
、
職
場
の
切

実
な
実
態
を
背
景
に
、
そ
の
実
現
を

迫
り
ま
し
た
。

同
時
に
「
府
民
の
理
解
」
と
言
う

の
で
あ
れ
ば
、
府
庁
移
転
案
が
二
度

に
わ
た
っ
て
府
議
会
で
否
決
さ
れ
た

に
も
関
わ
ら
ず
、
破
綻
し
た
Ｗ
Ｔ
Ｃ

購
入
に
８
５
億
円
も
の
税
金
を
投
入

し
よ
う
と
す
る
橋
下
知
事
の
府
政
運

営
を
厳
し
く
批
判
す
る
と
と
も
に
、

「
国
並
み
」
を
口
実
に
特
別
休
暇
の

改
悪
を
提
案
し
な
が
ら
、
国
や
全
国

で
実
施
さ
れ
て
い
る
時
短
に
つ
い
て

は
先
送
り
す
る
態
度
に
は
何
の
整
合

性
も
な
い
点
を
追
及
し
ま
し
た
。

〔
三
〕
11
月
11
日
に
行
わ
れ
た
総
務

部
長
の
最
終
回
答
は
、
要
求
に
応
え

な
い
極
め
て
不
当
な
回
答
で
す
。
と

り
わ
け
、
一
時
金
の
０
・
３
５
ヶ
月

削
減
は
、
支
給
額
の
７
・
８
％
に
も

及
ぶ
カ
ッ
ト
で
あ
り
、
こ
の
間
の
一

時
金
４
％
カ
ッ
ト
、
給
与
独
自
カ
ッ

ト
も
あ
わ
せ
、
職
員
の
生
活
を
直
撃

す
る
も
の
で
あ
り
、
断
じ
て
許
せ
る

も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
最

終
回
答
で
は
、
「
特
別
休
暇
や
特
殊

勤
務
手
当
の
見
直
し
を
今
季
交
渉
終

了
後
、
速
や
か
に
提
案
」
す
る
こ
と

を
明
言
し
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
に
前

例
の
な
い
極
め
て
不
誠
実
な
回
答
と

な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
こ
の
間
の
私
た
ち
の
粘

り
強
い
職
場
か
ら
の
運
動
に
よ
っ
て
、

一
定
の
到
達
点
を
得
る
こ
と
が
で
き

ま
し
た
。
「
給
料
の
引
下
げ
及
び
持

ち
家
に
係
る
住
居
手
当
の
廃
止
」
に

つ
い
て
は
「
実
施
し
な
い
こ
と
も
視

野
に
入
れ
」
「
２
月
を
目
途
に
判
断
」
、

「
従
っ
て
今
年
度
内
の
月
例
給
の
改

定
は
実
施
し
な
い
」
と
し
、
勤
務
時

間
短
縮
に
つ
い
て
は
「
２
月
議
会
で

の
条
例
改
正
を
目
指
し
て
ま
い
り
た

い
」
と
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
パ
ワ

ハ
ラ
指
針
に
つ
い
て
は
「
年
度
内
を

目
途
に
作
成
」
、
服
喪
休
暇
の
見
直

し
に
つ
い
て
は
、
子
に
係
る
付
与
日

数
を
「
７
日
以
内
に
し
た
い
」
（
当

初
提
案
は
５
日
）
と
し
て
い
ま
す
。

義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
の
縮
減

に
つ
い
て
は
、
１
月
１
日
実
施
を
４

月
１
日
実
施
へ
と
変
更
さ
せ
ま
し
た
。

〔
四
〕
８
月
の
総
選
挙
で
は
、
く
ら

し
や
福
祉
・
教
育
と
働
く
ル
ー
ル
が

大
切
に
さ
れ
る
社
会
を
求
め
る
労
働

者
・
国
民
の
た
た
か
い
が
自
公
政
権

を
終
わ
ら
せ
、
新
た
な
政
権
の
下
で

高
校
授
業
料
無
償
化
や
労
働
者
派
遣

法
の
抜
本
改
正
な
ど
へ
向
け
た
国
民

世
論
が
一
層
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
橋

下
府
政
は
、
こ
う
し
た
流
れ
に
逆
行

し
、
公
務
員
攻
撃
・
府
民
犠
牲
の
府

政
を
さ
ら
に
強
め
よ
う
と
し
て
い
ま

す
。府

労
組
連
は
、
今
回
の
到
達
点
を

確
認
し
、
終
業
時
の
勤
務
時
間
短
縮

の
早
期
実
施
、
給
料
引
下
げ
・
住
居

手
当
廃
止
を
実
施
さ
せ
な
い
取
り
組

み
を
継
続
し
て
全
力
で
進
め
ま
す
。

ま
た
、
今
後
提
案
さ
れ
る
「
特
別
休

暇
や
特
殊
勤
務
手
当
の
見
直
し
」
に

つ
い
て
は
、
職
場
実
態
に
基
づ
い
て
、

そ
の
必
要
性
や
正
当
性
を
明
ら
か
に

し
、
折
衝
・
交
渉
に
臨
み
、
引
き
続

き
職
員
・
組
合
員
の
切
実
な
要
求
実

現
を
め
ざ
し
ま
す
。

ま
た
、
こ
れ
と
あ
わ
せ
て
、
働
く

ル
ー
ル
の
確
立
な
ど
の
国
民
的
な
運

動
と
結
ん
で
、
橋
下
府
政
転
換
の
た

た
か
い
を
い
っ
そ
う
強
化
す
る
決
意

を
表
明
す
る
も
の
で
す
。

２００９年 １１月１１日（水）

大阪府関連労働組合連合会
秋季年末闘争最終団体交渉

【今季闘争の主な回答内容】

１．給料の引き下げ、住居手当（持ち家）の廃止は、実施しないことも視
野に、特別休暇、特殊勤務手当の見直し状況を勘案し、２月を目途に判

断。年度内の月例給引き下げ（住居手当の廃止を含む）は実施しない
２．一時金年間の支給割合を０．35月引き下げ。特例条例（４％カット）

に基づき１２月１０日に支給

→ 12月支給分 期末手当１．４５月（再任用職員０．８月）
勤勉手当 ０．７月（再任用職員０．４月）

３．義務教育等教員特別手当の縮減は、２０１０年４月１日から実施（実

施を3月先送り）
４．時短特別休暇や特殊勤務手当の見直しと合わせ、2月議会での条例改正

をめざす
５．非常勤講師（学校）の待遇改善問題については、引き続き単組協議を

おこなう
６．パワハラ防止指針については、年度内を目途に作成
７．市町村立学校の「医師による面談指導」を、適切に対応するよう働き

かける。
８．介護のため退職した教員の再採用について、実態把握をすすめていく

＊服喪休暇の見直し 子にかかる付与日数について当初提案５日から７日
に修正

＊配偶者出産休暇について、現行3日を2日に、取得期間を1ヶ月から2週間

に短縮

府
労
組
連
中
央
委
員
会

11
月
18
日
（
水
）
午
後
７
時

エ
ル
お
お
さ
か
大
会
議
室



           ２００９年度府労組連秋季年末闘争「最終回答」と府労組連の態度と府労組連の態度（２００８年１１月１７日） 
要求項目      回答要旨      ◆夏季闘争回答と同じ      ●今闘争での新たな回答 態度 

１．労使慣行遵守。不平等

扱い解消。確認事項遵守 

◆良き労使関係については、これまでの経過を尊重し、今後とも、双方の努力により築いていく。◆職員の給与、勤務条件に関わる諸問題については、所要の協

議を行う。●公務員の労働基本権について国の動向を注視。 
遵守・改善を要求 

2．①月例給削減②住居手当

③義務特改悪反対 

●月例給引き下げ及び持家に係る住居手当の廃止は、実施しないことも視野に入れ、特別休暇及び特殊勤務手当の見直し状況を勘案し、２月目途に判断。今年度

は実施しない。●義務教育等教員特別手当の縮減については、平成２２年４月１日から実施。 
月例給・住居手当は受

諾。他は不満だが終結

3．一時金削減反対、カット

中止。勤勉手当改悪撤回 

●期末勤勉手当は、年間の支給率を 0.35 箇月引き下げ、特例条例に基づき１２月１０日に支給。●職務段階別加算は、府人勧に基づき、制度化した。◆勤勉手

当は、標準者の成績率を見直すとともに、勤勉手当基礎額から扶養手当を除き、勤務実績反映に活用している。 
不満だが終結・他は交

渉継続 

4．財プロ、人件費削減撤回 ◆「財政再建プログラム（案）」では、「収入の範囲内で予算を組む」との原則のもと、ゼロベースで見直した。人件費削減も財政再建のためやむを得ない 交渉継続 

5．非常勤の待遇改善、非常

勤講師の賃金制度の復元 

◆常勤職員に準じた賃金・報酬の改定、希望者に健康診断を実施するなど、所要の措置・改善を図っている。◆特別休暇は勤務に対する反対給付であり、相当と

認められる場合に付与。●非常勤講師の報酬及び支給方法の見直しは、勤務実績に応じた報酬となるように是正したものであり、困難。 

交渉継続 

6．任用制度①「副主査」②

総括実習助手・寄宿舎指

導員等③主査選考改善 

④障害児学校等の調整額

廃止撤回⑤栄養教諭任用 

◆職員の任用制度については、平成１９年度から、副主査、総括実習助手、総括寄宿舎指導員を創設した。◆実習助手、寄宿舎指導員の教諭任用については、平

成２０年度教員採用選考において、通算の勤務経験を考慮した選考区分を設けた。◆学校現業職では、平成１９年度から副主査を設置した。その定着状況や現場

実態を見極める。また、今後の環境変化等も踏まえつつ、様々な観点から将来のあり方について研究している。◆主査、副主査へ任用は、組織上の必要性を基本

に、能力実証の原則により公正・平等に行なっている。●市町村立学校事務職員の主査への昇任考査の選考内容について検討していく。●人事委員会から指摘の

あった職務給の原則の徹底は今後協議する。 

交渉継続 

 

7．「首席・指導教諭」廃止 ◆府立学校は０６度から、小中学校は０７度から段階的に配置。当該職務にふさわしい級として、特２級を適用。◆教育業務連絡指導手当は、条例に基づき支給。 交渉継続 

8．「再任用」全員雇用と改

善「教育専門員」復活、

新たな高齢雇用問題 

◆再任用の採用にあたっては、従前の勤務実績等に基づき選考。◆非常勤特別嘱託員及び非常勤若年特別嘱託員は、再任用制度の運用変更に伴い、制度を廃止。

◆非常勤登録制度は平成１８年度から運用を改正、適切な運用を図る。◆教育専門員制度については、標準法に定めがない独自の制度であり０９年度以降の新規

任用を廃止。●高齢期の雇用問題については、国の動向を注視。 

交渉継続 

9．システム廃止、「新人事

評価制度」抜本的見直し 

◆Ｈ１９年度の昇給・勤勉手当から前年度の評価結果を活用している●「新人事評価制度」は今年度、制度見直しを行った。評価結果に基づく給与反映方法の見

直しを始め、制度の改善、充実については引き続き研究会の場で意見交換・協議を行う。◆教職員の評価育成システムについては、今後とも円滑に実施されるよ

う適切に対処。 

交渉継続 

10．「大阪維新プログラム

案」撤回、大阪版市場化テ

スト撤回、現業職員の「退

職不補充・民間委託化」撤

回 

◆大阪維新プログラム（案）では、危機的財政状況を踏まえ、これまでのやり方やシステムを抜本的に改革することとしている。●人員の配置は、所属長等のマ

ネジメントとして位置づけ、業務の廃止も含めた再構築や人員の重点化を行い、必要な業務量に見合った適正配置に努める。◆学校校務員については、アウトソ

ーシングで定数削減を見込んだもの。教職員定数も適正な管理を行っている。●大阪版市場化テストは民間のアイデアやノウハウを活用する取組みとして実施。

今年度、新たな対象業務について、市場化テストの提案を募集し、大阪版市場化テスト監理委員会での審議を踏まえた上、民間開放の可否を決定した。◆試験研

究機関の独立行政法人制度の導入については、ひきつづき適否を検討。◆公の施設の管理運営について、本来の目的を確保しつつ、効率的・効果的に施設機能発

揮に努める。 

◆公の施設の管理運営について、公の施設本来の目的を確保しつつ、効率的・効果的に施設機能発揮に努める。 

交渉継続 

11．府立５病院問題 ◆運営費負担金については、関係法令や財政再建プログラム案に基づいて適切に対応。◆法人職員の勤務・労働条件については、法人において対応されるもの。 交渉継続 

12.府立大学「あり方」運営

交付金の増額 

●「あり方」については、１１月を目処に大学から改革の提示をいただき、年内に戦略本部会議で改革の議論をしたい。この議論を踏まえ、府議会の意見も伺い

年度内に具体化の方向性を確定。◆運営費交付金は、大学法人において適切に執行。施設整備費補助金については、整備プランに基づき措置。今後とも努力 

交渉継続 

13.「総務サービス整備運営

事業」の抜本的改善 

◆システムは安定的に稼動している。◆画面構成や機能の充実などについて取組んできた。◆一層使いやすいシステムの改善に向けて努める。●総務サービス運

営事業の市町村展開もＨ１８年９月から導入した。より使いやすいシステム構築に向け取り組んでいる。各市町村立学校の状況踏まえつつ適切に対処する 

交渉継続 

14．勤務時間短縮と労働条

件改善 

●時短の実施について、特別休暇や特殊勤務手当の見直しを今季交渉終了後、速やかに提案、精力的に協議。これらの見直しとあわせ、２月議会に条例改正めざ

す。◆時間外勤務等の適正化、年次休暇の使用促進は、「ゆとりの日及び週間」の実施等を通じ、その実効性の確保に努めている。◆Ｈ17 年度から時間外勤務命

令の上限規制を導入した。本年5月から、午後9時までに執務室消灯や、的確な組織マネジメントを行うこととし、時間外勤務縮減の徹底に取組んでいる。引き

続き｢総合的労働時間短縮等検討委員会｣等により検討。◆通勤時間は1時間30分以内を目標に努力。◆女性職員の深夜勤務等については、適切に対処。●割増

賃金については、改正労基法がH２２年４月１日から施行される。細部の取扱について国の動向注視。 

時短は、早期実施を求

める。他は、交渉継続

15．教職員の長時間過密労

働解消 

◆文部科学省の勤務実態調査結果が公表され、本府の教職員の勤務実態についてもおおむね同様の状況と考える。中教審の答申が出され給与、勤務時間のあり方

について引き続き注視。◆学校における休憩時間については、職場の実態も踏まえ、適切に運用。◆教職員定数については、可能な限り新規採用者の確保に努め

てきた。今後も適正な定数管理に努める。◆時間外勤務等の取り扱いは、法の趣旨を踏まえた適切なものとなるよう学校長、市町村教委を指導。●「教職員の労

働時間の適正な把握」の具体的手法は、プロジェクトチームでまとめた。府教委で実施方策を検討。案がまとまり次第協議。●代替教員確保に向け募集のポスタ

ー掲示,チラシ配布に取り組んでいる。●教職員の新規採用について可能な限り確保した。国に対し定数改善を要望するとともに計画的な新規採用者確保に努力。

交渉継続 

16．高齢者部分休業等改善 ◆育児短時間勤務制度および高齢者部分休業制度の代替は非常勤職員による代替が基本。業務内容等による再任用短時間勤務職員との組み合わせにより対応。 交渉継続 

17．特別休暇等の拡充、「子

の看護休暇」の拡充、「短

期の介護休暇」の新設育児

短時間勤務の条件整備 

●民間労働者の育児・介護休業法の改正で国・地方公務員の改正等が検討されている。府人勧を踏まえ、国、関係法令の動向を注視。その他の拡充、新設は困難

●介護のために退職した教員の再採用について、実施している他県、介護のため退職した教員の実態把握をする。●大阪維新プログラム(案)における人事制度

見直しの取組みの中で、社会情勢も踏まえつつ休暇制度全般について、検討。今回、服喪休暇、配偶者出産休暇の見直しを提案。●次世代支援の「特定事業主

行動計画」は、引き続き、仕事と子育てが両立できる職場環境づくりに取り組む。府立学校についても、計画の推進・強化を図る。●配偶者出産休暇・服喪休

暇を国並みにする。ただし、服喪休暇の子に係る分は７日。 

交渉継続・子の付与日

数は受託。他は不満だ

が終結 

18．病休・休職制度の拡充 ◆本年４月より、期間を通算、休職給の支給期間・水準を見直した。 交渉継続 

19．新型インフル拡大防止 ●修学旅行等の宿泊行事の延期に伴う費用負担は９月補正予算で措置。市町村学校は市町村教育委員会で判断。服務については、国の対応を踏まえ改正した。 交渉継続 

20.労働安全衛生対策の抜

本的強化 

◆府立学校安全衛生協議会の調査、審議をふまえ、教職員の健康の保持、増進を図りたい。●市町村立学校については、「医師による面接指導」の実績がなく、

市町村教委に原因の分析を行うとともに、適切に対応されるよう働きかける。◆精神疾患により休職している教員が復帰する際平成２１年度から復職後２週間を

限度とし、人的措置を行う。◆「教員職場復帰支援事業」については、予算の範囲内で、３クール実施する。●「大阪府職場復帰支援プログラム」を策定、周知

をはかっている。より充実した「プログラム」となるよう年内目途に改定検討と聞いている。◆府立学校のプログラムもその内容の充実を図る。市町村への指導･

助言を行うとともに対策状況を把握。◆ＶＤＴ作業のための労働安全衛生管理基準・ガイドラインにもとづき健康診断を実施、ＯＡ椅子・机の導入も周知徹底 

交渉継続 

21. 障害者枠拡大・支援 ◆雇用は重要と認識。ひきつづき適職の開発、職場環境の一層の整備に努める 交渉継続 

22. 福利厚生事業の拡充 ◆地公法の趣旨を踏まえ、共済組合や互助会等の役割分担をはかり、実施。互助会等の補助金は全額削減。 交渉継続 

23.府庁舎ＷＴＣ移転反対 ●庁舎のあり方を更に検討。安全で快適な職場環境の確保、府民に親しまれるものとなるよう努力。 交渉継続 

24.女性登用。セクハラ・パ

ワハラ 

◆女性の登用については、地公法で定められた原則に基づき公平･平等に行なっている。◆セクハラについては、指針の策定や研修の実施などによる啓発や適切

な相談体制を整えている。◆パワハラは職員全体の研修に努める。学校では、管理職研修の充実。パワーハラスメントを含めたハラスメント全般の対応方策策定

について研究。◆セクハラについては、指針の策定や研修の実施などによる啓発や適切な相談体制を整えている。パワハラは必要に応じ職場研修。●パワハラ指

針年度内に作成する。 

交渉継続 

25.学校の安全・安心 ◆交付金化し、柔軟かつ効果的な学校安全対策を講じることができるようにした。 交渉継続 




